
建
交
労(

全
日
本
建
設
交
運
一
般
労
働
組
合)

は
失
業
対
策
事
業
に
深
く
関
わ
り
、
憲
法
二
五
条
・
二
七
条
で
保

障
さ
れ
た
生
存
権
・
勤
労
権
を
守
り
発
展
さ
せ
る
立
場
か
ら
、
高
齢
者
・
失
業
者
・
就
労
困
難
者
の
就
労
促
進
に

60
年
以
上
す
す
め
て
き
た
労
働
組
合
で
す
。

日
本
に
お
け
る
高
齢
者
の
増
大
は
世
界
的
に
も
類
を
見
な
い
状
況
で
あ
り
、
今
後
ま
す
ま
す
大
き
な
社
会
問
題

と
な
り
ま
す
。
そ
の
高
齢
者
問
題
の
中
で
も
、
高
齢
者
が
安
心
し
て
働
け
る
雇
用
・
就
労
の
場
の
確
保
は
高
齢
者

自
身
は
も
ち
ろ
ん
、
国
・
自
治
体
に
課
せ
ら
れ
た
大
き
な
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

〔北海道〕函館建設厚生(企)・社会復帰事業団道南(企)・小樽地方建設厚生(企)・(公財)ソーシャル

せせらぎ・苫小牧建設厚生(企)・ＮＰＯ苫小牧高齢者福祉事業団・静内土建厚生(企)・夕張厚生（企）・

道北勤労者(企)・旭川市高齢者福祉事業団・(公財)ソーシャル旭川・社会復帰事業団道北(企)・美幌

町勤労者厚生(企)・(企)オホーツク元気村・社会復帰事業団道東(企)・帯広建設勤労者(企) 〔青森〕

(企)青森県中高年雇用福祉事業団・(公財)ソーシャル青森 〔秋田〕秋田県中高年雇用福祉事業団・

小坂中高年労働事業団 〔宮城〕(公財)ソーシャル塩竃・(企)協生舎・(公財)ソーシャル仙台・ＮＰＯ仙

台雇用福祉事業団 ・(企)石巻地方中高年雇用福祉事業団 〔福島〕ＮＰＯ会津中高年雇用福祉事業

団・ＮＰＯ福島中高年福祉事業団・ＮＰＯ郡山地方高齢者福祉事業団 〔群馬〕（企）群馬高齢者雇用

福祉事業団 〔東京〕ＮＰＯ東京高齢者就労福祉事業団・北斗(企)・(企)中高年事業団城南クリエーショ

ン・(公財)ソーシャル多摩支所 〔神奈川〕横浜市中高年雇用福祉事業団 〔長野〕(企)労協ながの

〔新潟〕(企)新潟中高年雇用福祉事業団 〔岐阜〕(公財)ソーシャルＩＴ 〔三重〕(企)三重中高年雇用福

祉事業団 〔京都〕ＮＰＯ京都高齢者福祉事業団・宇治高齢者事業団・(公財)ソーシャル京都・(公財)

ソーシャルワークセンター・福知山中高齢者事業団 〔兵庫〕阪神中高年(企)・いたみワーカーズコー

プ・(企)伊丹市雇用福祉事業団〔和歌山〕田辺地方中高年労働事業団 〔島根〕労協しまね事業団・

小規模多機能ホームすずらん・川合 〔岡山〕(企)倉敷中高年事業団・(企)柵原中高年雇用福祉事

業団 〔広島〕（企)広島市高齢者事業団・(企)福山地方中高年福祉事業団(福山・尾道・三原) 〔山口〕

光市高齢者就労事業・(企)下関中高年事業団・(企)美祢市中高年雇用福祉事業団 〔高知〕(企)高知

中高年事業団・(公財)ソーシャル高知・高知県高齢者雇用福祉事業団、ＮＰＯこうち高齢者福祉事業

団 〔福岡〕ＮＰＯ-ＫＦワークセンター・(公財)ソーシャル田川・(公財)ソーシャル福岡・介護事業所まご

ころ・遠賀郡高齢者事業団・(企)北九州遠賀中間中高年事業団・(企)北九州市西部事業団・(公財)ソー

シャル宮若・(企)粕屋郡高齢者事業団 〔大分〕ＮＰＯ豊の国雇用・福祉事業団・日田高齢者事業団・

社団法人竹田中高年事業団 〔宮崎〕（公財)ソーシャル都城カルナ 〔沖縄〕(企)和の会・きらり・美ら

さ

※企業組合＝略して(企) ※公益財団法人ソーシャルサービス協会＝略して（公財)ソーシャル
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高
安
法

第
五
条
解
説

①
責
務
と
は
「
責
任
と
義
務
」
の
事
で
、

実
行
し
な
け
れ
ば
不
作
為
と
な
り
「
法

違
反
」
と
な
り
ま
す
。

②
「
そ
の
他
の
関
係
者
」
と
は
事
業
主
団

体
、
事
業
主
団
体
の
連
合
団
体
、
労
働

組
合
、
労
働
組
合
の
連
合
体
、
高
齢
者

の
団
体
等
を
指
し
ま
す
。

③
「
援
助
等
」
と
は
資
料
及
び
情
報
の
提

供
、
事
業
主
に
関
す
る
研
修
、
講
習
、

助
言
、
相
談
等
の
ほ
か
、
助
成
金
の
支

給
等
を
含
む
も
の
で
す
。

第
三
十
六
条
解
説

①
第
三
十
六
条
は
高
安
法
第
五
条
の
責
務

に
基
づ
く
具
体
的
な
「
講
ず
る
措
置
」

で
す
。

②
高
安
法
三
十
六
条
に
基
づ
い
た
具
体
的

な
施
策
の
１
つ
が
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン

タ
ー
に
対
す
る
補
助
事
業
で
す
。

厚
労
省
担
当
窓
口

厚
生
労
働
省
職
業
安
定
局

高
齢
者
雇
用
対
策
課
調
整
係

全日本建設交運一般労働組合
東京都新宿区百人町４－７－２
ＴＥＬ０３－３３６０－８０２１
ＦＡＸ０３－３３６０－８３８９

Ｅメール ctg@kenkourou.or.jp
ＨＰ；http//www.kenkourou.or.jp

公益財団法人
ソーシャルサービス協会

ＴＥＬ０３－３３６３－０４８９
ＦＡＸ０３－３３６０－８５９０

ＨＰ；http//www.social.or.jp/

「
高
齢
者
雇
用
安
定
法
」
等
を
活
か
し



（
国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
責
務
）

第
五
条

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
事
業
主
、
労
働
者

そ
の
他
の
関
係
者
の
自
主
的
な
努
力
を
尊
重
し
つ
つ
そ
の
実

情
に
応
じ
て
こ
れ
ら
の
者
に
対
し
必
要
な
援
助
等
を
行
う
と

と
も
に
、
高
年
齢
者
等
の
再
就
職
の
促
進
の
た
め
に
必
要
な

職
業
紹
介
、
職
業
訓
練
等
の
体
制
の
整
備
を
行
う
等
、
高
年

齢
者
等
の
意
欲
及
び
能
力
に
応
じ
た
雇
用
の
機
会
そ
の
他
の

多
様
な
就
業
の
機
会
の
確
保
等
を
図
る
た
め
に
必
要
な
施
策

を
総
合
的
か
つ
効
果
的
に
推
進
す
る
よ
う
に
務
め
る
も
の
と

す
る
。

（
国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
講
ず
る
措
置
）

第
三
十
六
条

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
定
年
退

職
者
そ
の
他
の
高
年
齢
退
職
者
の
職
業
生
活
の
充
実
そ

の
他
福
祉
の
増
進
に
資
す
る
た
め
、
臨
時
的
か
つ
短
期

的
な
就
業
又
は
次
条
第
一
項
の
軽
易
な
業
務
に
係
る
就

業
を
希
望
す
る
こ
れ
ら
の
者
に
つ
い
て
、
就
業
に
関
す

る
相
談
を
実
施
し
、
そ
の
希
望
に
応
じ
た
就
業
の
機
会

を
提
供
す
る
団
体
を
育
成
し
そ
の
他
そ
の
就
業
の
機
会

の
確
保
の
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
に
務
め

る
も
の
と
す
る
。

「
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
」(

高
安
法)

は
、
国
の
一
九
七
一
年(

昭
和
46
年)

失
業
対
策
事
業
の
廃
止
答
申
に
あ
わ
せ
、
今
後
の
中
高
年
齢
者
の
雇

用
促
進
を
目
的
と
し
て
作
ら
れ
た
「
中
高
年
齢
者
等
の
雇
用
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
」
と
し
て
生
ま
れ
ま
し
た
。

さ
ら
に
高
齢
化
が
進
行
す
る
中
、
一
九
八
六
年
（
昭
和
六
十
一
年)

「
高
年
齢
者
等
の
雇
用
の
安
定
等
に
関
す
る
法
律
」
と
改
称
さ
れ
ま
し
た
。

そ
の
後
二
〇
〇
〇
年
の
改
正
で
中
高
年
齢
者
の
再
就
職
の
援
助
措
置
の
充
実
が
図
ら
れ
、
二
〇
〇
四
年
・
二
〇
一
二
年
の
改
正
で
六
五
歳
ま
で

の
継
続
雇
用
の
義
務
化
な
ど
を
盛
り
込
む
改
正
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
（
平
成
二
八
年
五
月
二
〇
日

四
十
条
を
三
十
六
条
に
改
正
）

・
・
・
厚
生
労
働
省
と
の
こ
れ
ま
で
の
確
認
事
項
・
・
・

（平
成
二
八
年
五
月
二
〇
日

四
十
条
を
三
十
六
条
に
改
正
し
て
い
ま
す
）

高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
五
条
・
四
十
条
に
関
し
て
、
厚
生
労
働
省
と

全
日
本
建
設
交
運
一
般
労
働
組
合
（
建
交
労
）
が
、
話
し
合
い
に
よ

り
確
認
し
て
き
た
内
容
で
す
。

①
建
交
労
か
ら
提
示
さ
れ
た
リ
ー
フ
に
あ
る
高
齢
者
団
体
は
高
安
法
五
条
・
四

十
条
に
含
ま
れ
ま
す
。

②
高
安
法
五
条
・
四
十
条
で
援
助
す
る
団
体
が
『
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
の

み
』
と
誤
っ
た
認
識
を
し
て
い
る
地
方
自
治
体
に
対
し
て
は
、
事
実
を
確
認

し
、
適
切
な
説
明
を
行
な
っ
て
い
き
ま
す
。
な
お
九
年
十
一
月
に
各
労
働
局

宛
に
「
高
齢
者
等
の
雇
用
の
安
定
等
に
関
す
る
法
律
に
係
る
解
釈
に
つ
い
て
」

事
務
連
絡
文
書
を
出
し
徹
底
を
図
り
ま
し
た
。

③
労
働
局
の
担
当
窓
口
は
、
職
業
安
定
部
職
業
対
策
課
高
齢
者
雇
用
対
策
担
当

官
が
当
た
り
、
県
市
町
村
か
ら
問
い
合
わ
せ
が
あ
っ
た
場
合
、
適
切
に
説
明

す
る
よ
う
指
示
し
て
い
ま
す
。

④
高
安
法
五
条
・
四
十
条
に
よ
る
援
助
、
育
成
の
具
体
化
に
向
け
た
実
務
者
レ

ベ
ル
の
話
合
い
を
行
な
っ
て
い
き
ま
す
。

⑤
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
就
業
に
お
い
て
、
最
低
賃
金
を
下
回
っ

た
り
、
偽
装
請
負
の
実
態
が
あ
っ
た
り
、
危
険
な
業
務
に
つ
か
せ
た
り
、
競

争
入
札
に
参
加
し
た
り
等
は
原
則
と
し
て
好
ま
し
く
な
い
の
で
改
善
を
行
っ

て
い
き
た
い
。
情
報
提
供
の
ご
協
力
を
お
願
い
し
た
い
。

⑥
厚
労
省
の
見
解
を
受
け
て
福
岡
県
、
宮
城
県
、
高
知
県
、
島
根
県
に
お
い
て

は
各
部
局
、
地
方
自
治
体
に
対
し
高
齢
者
就
労
促
進
に
向
け
仕
事
の
発
注
に

配
慮
す
る
よ
う
に
と
の
文
書
発
送
し
ま
し
た
。

⑦
十
六
年
「
高
安
法
改
正
」
に
と
も
な
い
地
域
の
関
係
に
つ
い
て
は
も
ち
ろ
ん

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
以
外
の
高
齢
者
へ
の
援
助
・
育
成
団
体
を
除
外
し

て
い
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
（
十
六
年
七
月
）

随
意
契
約
に
関
す
る
政
令
改
正
に
つ
い
て
の
総
務
省
の
見
解

建
交
労
：
営
利
を
目
的
と
せ
ず
に
高
齢
者
等
の
就
労
を
促
進
す
る
団
体
と
役
務

提
供
の
随
意
契
約
が
出
来
る
よ
う
政
令
改
正
を
行
う
こ
と
。

総
務
省
自
治
体
行
政
局
行
政
第
三
係
長
回
答
：
改
正
は
皆
さ
ま
な
ど
か
ら
要

望
が
出
さ
れ
て
い
た
の
で
、
政
令
第
一
六
七
条
の
二
第
一
項
三
号
の

改
正
を
行
い
「
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
に
準
ず
る
者
と
し
て
地
方

自
治
体
の
認
定
を
受
け
た
者
」
も
随
意
契
約
に
で
き
る
こ
と
と
す
る
。

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
に
準
ず
る
者
を
決
め
る
場
合

①
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
は
地
方
自
治
法
施
行
令
第
一
六
七
条
の
二
第
一
項

第
三
号
の
規
程
に
よ
る
認
定
を
し
よ
う
す
る
と
き
は
、
当
該
認
定
に
必
要
な

基
準
を
定
め
、
こ
れ
を
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

②
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
は
前
項
の
基
準
を
定
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ

ら
か
じ
め
二
人
以
上
の
学
識
経
験
を
有
す
る
者
の
意
見
を
聞
か
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

③
地
方
自
治
体
の
長
は
第
一
項
の
基
準
に
基
づ
い
て
認
定
し
よ
う
と
す
る
と
き

は
、
あ
ら
か
じ
め
二
人
以
上
の
学
識
経
験
者
の
意
見
を
聞
か
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
、
と
な
っ
て
い
ま
す
。

現
時
点
で
総
務
省
政
令
改
正
に
よ
っ
て
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
に
準
ず

る
団
体
の
規
定
を
作
成
し
認
定
団
体
を
決
め
た
自
治
体
は
高
知
県
、
高
知
市
、

広
島
県
（
尾
道
市
・
三
原
市
・
福
山
市
）
、
宮
城
県
、
北
海
道
旭
川
市
、
岡

山
県
倉
敷
市
、
山
口
県
下
関
市
な
ど
で
す
。

生
活
困
窮
者
自
立
支
援
法
に
係
わ
る
随
意
契
約
に
つ
い
て

事
務
連
絡

平
成
27(

二
〇
一
五)

年
六
月
三
日

各
都
道
府
県
／
指
定
都
市
ご
担
当
部
署
／
中
核
市

厚
生
労
働
省
社
会
・
援
護
局
地
域
福
祉
課
生
活
困
窮
者
自
立
支
援
室

認
定
就
労
訓
練
事
業
を
行
う
事
業
者
に
関
す
る
税
制
上
の
措
置
及
び
随
意

契
約
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て(

情
報
提
供)

(

略)

ま
た
、
地
方
自
治
法
施
行
令
が
改
正
さ
れ
、
自
治
体
が
随
意
契
約
に
よ
る

こ
と
が
で
き
る
場
合
と
し
て
、
認
定
就
労
訓
練
事
業
を
行
う
施
設
か
ら
の
物
品

の
購
入
、
役
務
の
提
供
を
行
う
場
合
が
追
加
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
す
。
つ
き
ま
し

て
は
、
改
正
概
要
と
留
意
事
項
に
つ
い
て
ま
と
め
ま
し
た
の
で
、
認
定
就
労
訓

練
事
業
者
へ
の
支
援
の
重
要
性
に
か
ん
が
み
、
認
定
基
準
を
策
定
い
た
だ
く
よ

う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。(

略)

２０１６年１２月

ＮＯ１５

事務連絡

平成22年(2010年)12月8日

各都道府県労働局職業安定部長殿

厚生労働省職業安定局

高齢・障害者雇用対策部

高齢者雇用事業室長

シルバー人材センターにおける

民業圧迫事案への対応について

記

１ 社団法人(※)全国シルバー人材センター事業協

会、各都道府県シルバー人材センター連合本部、各

シルバー人材センターにおいて、民業圧迫の事実を

了知した場合は、速やかに事実関係を調査し、必要な

是正措置を行うこと。

※2012年に公益社団法人全国シルバー人材センター

事業協会となっている

２ 上記１によって、解決できない場合は、社団法人シ

ルバー人材センター事業協会が、当該地域の都道府

県・市町村を交えて、当該地域のシルバー人材センター

連合本部、当該シルバー人材センター、経営者団体、

当該業種別団体から構成する協議会を設置し、当該

協議会が民業圧迫が生じていると判断した場合は、個

別具体的に共同受注や棲み分け等の方策を検討す

ること。

３ シルバー人材センターにおいては、民間事業者と

十分な協議を行い、棲み分けを徹底するため、次の事

項に留意し、業務を行うこと。

①民間事業者との競合する契約はできる限り回避す

ること。

②民間事業者と競合する入札への参加をできる限り

辞退すること。

③民間事業者が過去に受注していた場合は原則とし

て受注しないこと。

④民間の価格設定に配慮し、著しく安い価格を設定し

ないこと。

⑤低価格を売りにする広告を行わないこと。

⑥規模や要する技術等により受注内容を制限すること。

⑦就業する会員の安全管理を徹底した受注をすること。

第54回事業団・高齢者・介護ヘルパー運動交流集会にて 2016年10月8日 福岡県で開催


